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解体工事における概算数量発注方式（建築局・試行）実施要領 

 

令和８年（2026年）３月26日 策定 

 

１ 目的 

本要領は、工事の安全性の確保や適法な契約事務の遂行が可能な場合において、設計積算業務や発注

業務の簡素化及び効率化を図ることを目的として、不確定要素を含む数量に概数を活用することにより

発注する方式（以下「概算数量発注方式」という。）の試行に関する事務の取扱いについて、必要な事

項を定めるものとする。これにより、発注前の設計業務を合理的な範囲で簡素化し、受発注者双方の事

務負担の軽減及び円滑な事業執行を図るとともに、その有効性を検証するものとする。 

 

２ 定義 

（１）概算数量発注方式 

工事の発注に際して当初設計では全項目の詳細な数量算出を行わず、原則として全ての工種の数量

を概数で設定して発注し、契約後、受注者が行う現地調査及び数量算出の結果を工事監督員が確認し

た上で、協議により数量を確定させ、契約変更により精算する方式をいう。 

（２）概算数量 

棟数、戸数、建築面積、延べ床面積、敷地面積、工期等の基本指標に、発注者が設定した標準係数

を乗じて算出した数量をいう。 

 

３ 適用範囲 

本方式は、原則として、予定価格が１億円未満の解体工事のうち、発注前の数量確定が合理的でない

ものを対象とする。ただし、次の各号のいずれかに該当する工事は、本方式の適用除外とする。 

（１）３階以上の建物 

（２）複雑な構造計算や工法の比較検討を必要とする難易度の高い工事 

（３）構造や形状が著しく特殊であり、概算での積算が著しく不適当と認められる工事 

（４）地中障害物の存在がほぼ確実な場合など多量の追加工事が見込まれる場合 

 

４ 発注者と受注者の役割分担 

（１）発注者の役割 

発注者は、次に掲げる事項について、自らの責任において判断するものとし、受注者に委ねてはな

らない。 

・解体対象建築物及び解体範囲の確定 

・工事内容の基本及び解体方針の決定 

・解体工法（機械解体、手壊し、またはその併用等）の決定及び工法変更の承認 

・構造安全性に関わる設計的判断（補強の要否、解体順の妥当性確認等） 

・発注条件（アスベスト含有の有無、廃棄物の処理区分等）を左右する仕様の決定 

・数量確定結果の確認及び契約変更の要否の判断 

（２）受注者の役割 

受注者は、次に掲げる事項を行うものとする。 

・契約後に行う現地調査及び既存資料の確認 

・発注時に示された条件に基づく数量の算出 

・数量算出の根拠及び算定過程の整理・提示 
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・数量確定に向けた発注者との協議 

・具体的な施工計画（工事計画図書）の作成 

（３）工事監理者の役割 

工事監理者は、受注者が作成・提出した調査計画書、現地調査報告書および数量算定所（設計変更

図書）の内容を確認し、算定方法の妥当性や現況との整合性について、工事監督員に対し専門的見地

から報告および助言を行う。また、数量確定に向けた協議に参加し、専門的な見地から意見を述べる

とともに、必要な助言を行うものとする。 

 

 

５ 価格競争性の担保 

（１）透明性の確保 

内訳書の作成にあたっては、入札参加者が同一の条件で積算が可能であり、かつ適切な価格競

争が成立する範囲で工種を設定しなければならない。 

（２）恣意的な変更の防止 

数量設定に用いる標準係数は、過去の実績に基づき客観的に設定し、特定の受注者に有利な条

件とならないよう設計的判断を反映させる。 

（３）積算の合理性の確保 

概算数量は、過去の実績、設計資料及び標準係数等に基づき合理的に算出するものとし、予定

価格の算定においては通常の積算手順に準じて行うものとする。 

 

６ 積算数量及び単価の設定 

（１）係数方式による算出 

数量は、原則、個別の実測によらず、基本指標別に設定した標準係数を用いて算出する。 

（２）内訳の構成 

内訳書は、施工条件及び廃棄物区分等を考慮し、施工内容が把握できる単位で構成するものとす

る。なお、内訳の設定に当たっては、別添に示す項目を基本とするが、対象施設の構造及び施工条件

に応じて必要な調整を行うことができるものとする。 

（３）試行用標準単価等の適用 

   杭撤去費、伐採抜根費、防雪柵撤去費、産業廃棄物処分費（処理費相当分に限る）など、発注時

に単価設定が困難な工種については、発注者が別に定める試行用標準単価を設定できるものとす

る。また、産業廃棄物運搬費など、市場実態に基づき設計上の前提条件を定めた項目については、

別に定めるマニュアルに基づき適切に設定するものとする。これらの単価について、現地調査の結

果、設計時の前提条件と実態に著しい差異がある場合は、設計変更により反映するものとする。 

 

７ 設計変更図書の作成に係る費用及び工期の設定 

（１）費用 

受注者が契約後に行う現地調査、測量及び数量算定図書の作成費用は、共通仮設費に「設計変更図

書作成費（現地調査・資料作成費用）」として積み上げ計上する。なお、費用の算出にあたっては、

委託料算定に係る積算を準用することとする。 

（２）適正な工期の加算 

数量確定手続きに要する期間として、15日程度を標準とするが、工事規模、施工条件、季節的要

因等を勘案し、適切に設定するものとする。 
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８ 手続きフロー 

 手続きは、原則として以下の７段階とする。 

① 発注準備段階 

工事監督員は、基本指標（棟数、戸数、建築面積等）に標準係数を乗じた概算数量による設計図書

を作成する。 

② 契約・着手段階 

発注者は概算数量に基づき入札を実施し、契約を締結する。契約後、工事監督員は受注者に対し、

本方式の趣旨及び数量確定に至るフローについて詳細に説明を行うものとする。 

③ 現地調査段階 

受注者は設計数量を確認し、数量を確定させるための現地調査を実施する。調査の実施にあたって

は、合理的な範囲での現況確認を行うものとし、過度に詳細な測定や試掘を行うこと自体を目的とし

ない。調査期間は15日程度を標準として工程管理を行う。現地調査報告書及び数量算定書を作成し、

工事監理者に提出する。なお、受注者は、必要な調査測量を委託しようとするときは、予め工事監督

員と協議するものとする。 

④ 数量算定確認段階 

工事監理者は、受注者が実施した調査結果及び数量算定の内容を確認し、その妥当性について工事

監督員に助言する。 

⑤ 数量確定協議段階 

工事監督員は、受注者が実施した調査結果及び工事監理者の確認内容を踏まえ、受注者と協議し、

確定数量を決定する。なお、現地調査の結果、設計数量が現況と著しく乖離していないことが確認さ

れた場合は、詳細な数量算定資料の作成を省略し、調査報告書等をもって概算数量を確定数量とする

ことができる。 

数量の確定は、原則として対象項目の施工着手前に行うものとするが、廃棄物処理における処分数

量など工事着手後にしか判明しない数量についてはこの限りではない。 

なお、協議結果は受注者の報告に基づき協議の上で工事打合せ記録簿に記録し、支出負担行為担担

当者等へ報告する。 

確定した数量に基づき、必要に応じて設計変更及び契約変更の手続きを行う。 

⑥ 施工段階 

受注者は、契約変更手続きの完了後、確定した数量に基づき解体工事に着手する。 

⑦ 完成段階 

解体工事完了後、産業廃棄物処分数量等について実績に基づき概数を確定し、設計変更及び契約変

更の手続きを行う。 

 

９ 発注図書における明示 

（１）工事名称 

通常の工事名称の後に「（概算数量発注）」と付し、概算数量による発注であることを明示するも

のとする。 

（２）概算数量の表示 

概算数量として扱う項目や数量については、特記仕様書に明示し、設計内訳書の該当項目の備考欄に

「概数」と表示するものとする。 

（３）特記仕様書（工事） 

概算数量発注を行う場合は、次に掲げる事項を特記仕様書に明示するものとする。 
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① 次に示した数量は概数であり、必要に応じて設計変更するものとする。ただし、契約後に施工条

件の変更又は数量確定の結果として合理的に必要と認められる場合に限るものとする。 

② この工事においては、設計変更図書の作成（設計変更図面の作成及び工事数量の算出）を受注者

に行わせるものであること。 

③ 概数として扱っている項目の施工に当たっては、施工前に工事監督員と協議し指示を受けるこ

と。なお、数量の確認ができない場合を除き、施工前に数量を確定すること。 

（４）特記仕様書（工事監理業務委託） 

概算数量発注を行う工事の監理業務を発注する場合は、次に掲げる事項を特記仕様書に明示するも

のとする。 

① 本業務の対象工事が「概算数量発注方式」の試行工事であること。 

② 受注者が作成・提出する調査計画書、現地調査報告書および数量算定図書等の妥当性を確認し、

工事監督員に対して専門的見地から助言を行うこと。 

③ 数量確定に向けた協議に出席し、専門的意見を提示すること。 

④ 杭撤去数量や廃棄物処分実績数量など、施工段階で判明する数量の確認を行うこと。 

 

10 施工条件の変更 

  本方式においては、契約後の現地調査又は解体作業の進行に伴い、設計時に想定していなかった施工条

件が判明する場合がある。 

  この場合は、公共工事標準請負契約約款に基づき、工事監督員と受注者が協議の上、必要に応じて設計

変更を行うものとする。 

 

11 留意事項 

（１） 概数の変更によらない工法の変更などが伴った場合は、通常の設計変更として処理すること。 

（２） 本方式の採用理由及び概算数量の設定根拠（標準係数の採用理由等）については、事務の透明性を

確保するため、内部資料として適切に保存するものとする。 

 



別添 概算数量発注における標準内訳項目（参考）
種目 科目 中科目 別紙明細 細目 適用 備考 単位

建築解体工事 住棟 直接仮設 外部足場 式
建築解体工事 住棟 直接仮設 内部足場 式
建築解体工事 住棟 直接仮設 災害防止 式
建築解体工事 住棟 直接仮設 仮設材運搬 式
建築解体工事 住棟 とりこわし 【構造体撤去】
建築解体工事 住棟 とりこわし   とりこわし機械 運搬 (ﾍﾞｰｽﾏｼﾝ,ﾊﾞｯｸﾎｳ) 排出ｶﾞｽ対策型 油圧式ｸﾛｰﾗ型0.8m3 往復
建築解体工事 住棟 とりこわし ｺﾝｸﾘｰﾄとりこわし  RC造  地上部 圧砕機 標 準 ｍ3
建築解体工事 住棟 とりこわし ｺﾝｸﾘｰﾄとりこわし  RC造  基礎部 圧砕機 - ｍ3
建築解体工事 住棟 とりこわし ｺﾝｸﾘｰﾄとりこわし  RC造  土間ｺﾝ 圧砕機 標 準 ｍ3
建築解体工事 住棟 とりこわし 鉄筋切断 集積共 ｍ3
建築解体工事 住棟 とりこわし  無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 とりこわし 厚200未満 ｍ3
建築解体工事 住棟 とりこわし 地業とりこわし 機 械 集積・積込み共 ｍ3
建築解体工事 住棟 とりこわし 杭引抜費 式
建築解体工事 住棟 とりこわし 埋戻し(B種) -          発生土 ｍ3
建築解体工事 住棟 とりこわし 埋戻し(A種) -          山砂の類 ｍ3
建築解体工事 住棟 とりこわし  ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ造 とりこわし ｍ3
建築解体工事 住棟 とりこわし 【外部仕上撤去】
建築解体工事 住棟 とりこわし 屋根材とりこわし  鉄板葺き ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ 野地板 撤去 ㎡
建築解体工事 住棟 とりこわし 軒天井撤去  軒天ｽﾚｰﾄ板(ｱｽﾍﾞｽﾄ含有) 野縁 集積共 ㎡
建築解体工事 住棟 とりこわし 煙突撤去 煙突 陣笠 か所
建築解体工事 住棟 とりこわし ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ庫撤去 800x400xH1000程度 集積共 か所
建築解体工事 住棟 とりこわし  外部仕上付属物撤 去  妻側換気孔 ﾃﾚﾋﾞｱﾝﾃﾅ受 台所換気ﾌｰﾄﾞ 集積共 か所
建築解体工事 住棟 とりこわし 床下換気口撤去 300x120 集積共 か所
建築解体工事 住棟 とりこわし 防雪柵とりこわし 式
建築解体工事 住棟 とりこわし 【開口部撤去】
建築解体工事 住棟 とりこわし 内装材とりこわし  開口部 AD AW WD WF WW 集積共 ㎡
建築解体工事 住棟 とりこわし 【内部仕上撤去】
建築解体工事 住棟 とりこわし 内装材とりこわし 木造床組                集積共 ㎡
建築解体工事 住棟 とりこわし 床撤去 ﾌﾛｱｰ合板 ｼﾅ合板 集積共 ㎡
建築解体工事 住棟 とりこわし 畳撤去 一畳 集積共 枚
建築解体工事 住棟 とりこわし 畳撤去 半畳 集積共 枚
建築解体工事 住棟 とりこわし 床下地板撤去 集積共 ㎡
建築解体工事 住棟 とりこわし  床見切り材 撤去  木製幅木 ﾀﾀﾐ寄せ 雑巾摺 集積共 ｍ
建築解体工事 住棟 とりこわし 内装材とりこわし 間仕切壁下地(ﾎﾞｰﾄﾞ別途) 集積共 ㎡
建築解体工事 住棟 とりこわし  壁 撤去  ﾌﾟﾘﾝﾄ合板 石こうﾎﾞｰﾄﾞ 集積共 ㎡
建築解体工事 住棟 とりこわし   壁 化粧石綿板撤去 (ｱｽﾍﾞｽﾄ含有) t=3 集積共 ㎡
建築解体工事 住棟 とりこわし   煙突ｽﾘｰﾌﾞｽﾚｰﾄ管 撤去 (ｱｽﾍﾞｽﾄ含有) 集積共 か所
建築解体工事 住棟 とりこわし  壁 撤去 防水ﾓﾙﾀﾙｺﾃ ﾓﾙﾀﾙｺﾃ 集積共 ㎡
建築解体工事 住棟 とりこわし 内装材とりこわし 木造小屋組       集積共 ㎡
建築解体工事 住棟 とりこわし  天井 撤去   天井下地 石こうﾎﾞｰﾄﾞ 化粧吸音板 ﾌﾟﾘﾝﾄﾎﾞｰﾄﾞ 廻り縁 集積共 ㎡
建築解体工事 住棟 とりこわし   天井 化粧石綿板撤去 (ｱｽﾍﾞｽﾄ含有)   天井下地 化粧石綿板（ｱｽﾍﾞｽﾄ含有） 廻り縁 集積共 ㎡
建築解体工事 住棟 とりこわし  床下 断熱材撤去 下地板 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ 集積共 ㎡
建築解体工事 住棟 とりこわし  壁 断熱材撤去 壁ｸﾞﾗｽｳｰﾙ 壁ｽﾀｲﾛﾌｫｰﾑ ㎡
建築解体工事 住棟 とりこわし  天井 断熱材撤去 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ t=200 ㎡
建築解体工事 住棟 とりこわし 【従物撤去】
建築解体工事 住棟 とりこわし  従物 撤去 木製下駄箱 流し台 吊戸棚  換気扇用天ｶﾞｲ 洗面台上部天袋 水  切り棚 ﾀｵﾙ 戸
建築解体工事 住棟 とりこわし  ﾚｼﾞｽﾀｰ 撤去 樹脂製 150x200 集積共 か所
建築解体工事 住棟 とりこわし  ｶｰﾃﾝﾚｰﾙ 撤去 ｼﾝｸﾞﾙ ﾀﾞﾌﾞﾙ 集積共 ｍ
建築解体工事 外構 とりこわし ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装撤去 厚30+砕石220 ㎡
建築解体工事 外構 とりこわし すきとり 積み込み共 H200程度 ｍ3
建築解体工事 外構 とりこわし 積み込み ｍ3
建築解体工事 外構 とりこわし 建設発生土運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ   10t積級 ﾊﾞｯｸﾎｳ0.8m3  土砂 DID区間有り  8.5㎞以下 ｍ3
建築解体工事 外構 とりこわし すきとり材処分費 すきとり ｔ
建築解体工事 外構 とりこわし 伐採抜根 式
建築解体工事 物置 直接仮設 内部足場 式
建築解体工事 物置 とりこわし 【構造体撤去】
建築解体工事 物置 とりこわし  無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 とりこわし 厚200未満 ｍ3
建築解体工事 物置 とりこわし 埋戻し(A種) -          山砂の類 ｍ3
建築解体工事 物置 とりこわし 【外部仕上撤去】
建築解体工事 物置 とりこわし 屋根材とりこわし  鉄板葺き ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ 野地板 撤去 ㎡
建築解体工事 物置 とりこわし 軒天井撤去  軒天ｽﾚｰﾄ板(ｱｽﾍﾞｽﾄ含有) 野縁 集積共 ㎡
建築解体工事 物置 とりこわし 壁撤去 壁下地板 壁ﾓﾙﾀﾙ･ﾌﾟﾗｽﾀｰ 集積共 ㎡
建築解体工事 物置 とりこわし 【開口部撤去】
建築解体工事 物置 とりこわし 内装材とりこわし 開口部                  集積共 ㎡
建築解体工事 物置 とりこわし 【内部仕上撤去】
建築解体工事 物置 とりこわし 内装材とりこわし 木造床組                集積共 ㎡
建築解体工事 物置 とりこわし 内装材とりこわし 間仕切壁下地(ﾎﾞｰﾄﾞ別途) 集積共 ㎡
建築解体工事 物置 とりこわし 内装材とりこわし 木造小屋組       集積共 ㎡
建築解体工事 物置 とりこわし 【従物撤去】
建築解体工事 物置 とりこわし  物置棚 撤去 W=600 L=1700 集積共 か所
跡地整備工事 跡地整備 跡地整備  土工機械運搬 (ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ) 排出ｶﾞｽ対策型 普通  3t級 往復
跡地整備工事 跡地整備 跡地整備  土工機械運搬 (振動ﾛｰﾗ)  排出ｶﾞｽ対策型 搭乗式・ﾀﾝﾃﾞﾑ型 2.4～2.8t 往復
跡地整備工事 跡地整備 跡地整備 砕石敷き ｍ3
跡地整備工事 跡地整備 跡地整備 敷きならし ㎡
跡地整備工事 跡地整備 柵設置 柵設置
跡地整備工事 跡地整備 柵設置  防護柵(単管H=1.2 m)   単管48.6φ、支柱@1000根入800程度 貫2段、控え＠3000、打込先端ｷｬｯﾌﾟ ｍ
電気設備解体工事 電気設備 とりこわし 住宅用分電盤 主幹ELCB2P20A･分岐2P1E20A×2 か所
電気設備解体工事 電気設備 とりこわし 照明器具   露出天付ｶﾊﾞｰ付き 露出天付ｼｰﾘﾝｸﾞ白熱球 ﾎﾟｰﾁ防水型ﾌﾞﾗｹｯﾄ か所
電気設備解体工事 電気設備 とりこわし 照明器具 露出壁付け か所
電気設備解体工事 電気設備 とりこわし 照明器具 FCL30W×2 ｺｰﾄﾞﾍﾟﾝﾀﾞﾝﾄ 台
電気設備解体工事 電気設備 とりこわし  ﾀﾝﾌﾟﾗｽｲｯﾁ (樹脂ﾌﾟﾚｰﾄ付) 1P15A(ﾈｰﾑ無) 個
電気設備解体工事 電気設備 とりこわし  ｺﾝｾﾝﾄ (樹脂ﾌﾟﾚｰﾄ付) 連用型2P15A 125V 個
電気設備解体工事 電気設備 とりこわし  金属製ｽｲｯﾁ ﾎﾞｯｸｽ 台
電気設備解体工事 電気設備 とりこわし  従物 撤去  押し釦ｽｲｯﾁ ﾁｬｲﾑ 住宅用火災警報器 電話端子 ﾃﾚﾋﾞ端子 か所
機械設備解体工事 換気設備 とりこわし 換気扇 台
機械設備解体工事 屋外給水設備 とりこわし 水道ﾒｰﾀｰ撤去 再使用しない 一般         20mm 個
機械設備解体工事 屋外給水設備 とりこわし  給水管閉栓 (ﾊﾟｲﾌﾟｴﾝﾄﾞ) 25A か所
機械設備解体工事 屋外給水設備 とりこわし 土工事 式
機械設備解体工事 屋内給水設備 とりこわし 電動水抜栓撤去 再使用しない       13mm 個
機械設備解体工事 屋内給水設備 とりこわし 水抜栓撤去 再使用しない       13mm 個
機械設備解体工事 屋内給水設備 とりこわし  鋼管（ねじ接合） （一般）撤去 再使用しない 一般         15A ｍ
機械設備解体工事 屋外排水設備 とりこわし   排水管高圧洗浄消 毒費 (屋外、屋内） 100A ｍ
機械設備解体工事 屋外排水設備 とりこわし  排水管閉栓 (ｷｬｯﾌﾟ止め) 100VP か所
機械設備解体工事 屋外排水設備 とりこわし 土工事 式
機械設備解体工事 屋内排水設備 とりこわし   硬質塩化ビニル管 （給水、排水、通 気）（一般） 一般         100A ｍ
機械設備解体工事 屋内排水設備 とりこわし   硬質塩化ビニル管 （給水、排水、通 気）（一般） 一般         50A ｍ
機械設備解体工事 屋内排水設備 とりこわし   硬質塩化ビニル管 （給水、排水、通 気）（一般） 一般         40A ｍ
機械設備解体工事 屋内排水設備 とりこわし   排水管高圧洗浄消 毒費 (屋外、屋内） 100A ｍ
機械設備解体工事 屋内排水設備 とりこわし   排水管高圧洗浄消 毒費 (屋外、屋内） 50A ｍ
機械設備解体工事 屋内排水設備 とりこわし   排水管高圧洗浄消 毒費 (屋外、屋内） 40A ｍ
機械設備解体工事 給油設備 とりこわし ｵｲﾙﾀﾝｸ撤去  490L鋼板製ｵｲﾙﾀﾝｸ ｵｲﾙﾎﾞｯｸｽ 灯油ﾀﾝ ｸ洗浄（中和剤含）再使用しない 個
機械設備解体工事 給油設備 とりこわし 被覆銅管撤去 再使用しない 8φ ｍ
機械設備解体工事 給油設備 とりこわし  灯油銅管洗浄費（ 中和剤含） 8φ,10φ ｍ
機械設備解体工事 ガス設備 とりこわし ｶﾞｽﾒｰﾀｰ撤去 再使用しない  V-2 個
機械設備解体工事 ガス設備 とりこわし  ﾌﾟﾛﾊﾟﾝﾎﾞﾝﾍﾞ庫撤 去  集合装置含む 再使用しない 20kg× 2本立 台
機械設備解体工事 ガス設備 とりこわし 二口ｶﾞｽｺｯｸ撤去 再使用しない 10×10×15A 個
機械設備解体工事 ガス設備 とりこわし  鋼管（ねじ接合） （一般） 一般     15A ｍ
機械設備解体工事 衛生器具設備 とりこわし  衛生器具 撤去  洋風便器 洗面化粧台 ｼｬﾜｰｾｯﾄ 大便器洗浄 洗面器洗浄 戸
機械設備解体工事 給湯設備 とりこわし 給湯器撤去 出力31,000kcal/h 再使用しない 台
機械設備解体工事 給湯設備 とりこわし  鋼管（ねじ接合） （一般） 一般     15A ｍ
機械設備解体工事 給湯設備 とりこわし  給水・排水・給湯 保温   床下・ピット内 GW 20A ｍ
機械設備解体工事 給湯設備 とりこわし  ダクト保温（丸ダ クト）   ﾛｯｸｳｰﾙ       50t - 屋内露出（居室、廊下） ㎡
発生材処理 再資源化処理 積込 発生材積込み 式
発生材処理 再資源化処理 運搬 発生材運搬 式
発生材処理 再資源化処理 処分 発生材処分 式
発生材処理 廃棄物処理 積込 発生材積込み 式
発生材処理 廃棄物処理 運搬 発生材運搬 式
発生材処理 廃棄物処理 処分 発生材処分 式
発生材処理 有価物処理 積込 発生材積込み 式
発生材処理 有価物処理 運搬 発生材運搬 式
発生材処理 有価物処理 処分 発生材処分 式
共通仮設費(積上) 仮囲い 仮囲鉄板共  H=2.0m ｍ
共通仮設費(積上)  門・出入口(ｸﾛｽｹﾞ ｰﾄ) 180型 両開き6000 か所
共通仮設費(積上) 交通誘導警備員A 人
共通仮設費(積上) 仮設鉄板敷 敷鉄板  1524×6096×22㎜ 運搬費共 ㎡
共通仮設費(積上)  快適トイレ （男性用）  国土交通省「快適トイレ」 標準仕様１及び２を満たすもの 基・月



別添 概算数量発注における標準内訳項目（参考）
種目 科目 中科目 別紙明細 細目 適用 備考 単位

共通仮設費(積上)  快適トイレ （女性用）  国土交通省「快適トイレ」 標準仕様１及び２を満たすもの 基・月
共通仮設費(積上)  情報共有システム 初期登録料 式
共通仮設費(積上)  情報共有システム 月額利用料 月
共通仮設費(積上)  CCUSｶｰﾄﾞﾘｰﾀﾞｰ設 置費用 台
共通仮設費(積上)  CCUS現場利用料(ｶ ｰﾄﾞﾀｯﾁ費用) 人
共通仮設費(積上) システム使用料 遠隔臨場 月
共通仮設費(積上) リース料 遠隔臨場用現場端末 月
建築解体工事 住棟 直接仮設 別紙明細 外部足場 式
建築解体工事 住棟 直接仮設 別紙明細  枠組本足場 (手すり先行方式) 建枠 600×1700 布枠500ｘ1枚  12m未満 ㎡
建築解体工事 住棟 直接仮設 別紙明細  安全手すり (手すり先行方式) 枠組本足場用 ｍ
建築解体工事 住棟 直接仮設 別紙明細 内部足場 式
建築解体工事 住棟 直接仮設 別紙明細 内部仕上足場 脚立足場  階高4.0m以下          平家用 ㎡
建築解体工事 住棟 直接仮設 別紙明細 災害防止 式
建築解体工事 住棟 直接仮設 別紙明細  養生ｼｰﾄ張り 防炎Ⅰ類 防炎Ⅰ類 ㎡
建築解体工事 住棟 直接仮設 別紙明細 仮設材運搬 式
建築解体工事 住棟 直接仮設 別紙明細   仮設材運搬 (枠組本足場) (手すり先行方式) 建枠幅600 ㎡
建築解体工事 住棟 直接仮設 別紙明細  仮設材運搬 (安全てすり) 枠組本足場用(手すり先行方式) ｍ
建築解体工事 住棟 直接仮設 別紙明細   仮設材運搬 (内部仕上足場 脚立足場) 平家建 ㎡
建築解体工事 住棟 直接仮設 別紙明細  仮設材運搬 (ｼｰﾄ･ﾈｯﾄ類) ㎡
建築解体工事 住棟 とりこわし 別紙明細 杭引抜費 式
建築解体工事 住棟 とりこわし 別紙明細 杭引抜 RC杭 φ300 L=10000/本 ｍ
建築解体工事 住棟 とりこわし 別紙明細 頭出し作業 本
建築解体工事 住棟 とりこわし 別紙明細 重機本体組立・解体 式
建築解体工事 住棟 とりこわし 別紙明細 重機運搬費 式
建築解体工事 住棟 とりこわし 別紙明細 杭穴埋戻し ｍ3
建築解体工事 住棟 とりこわし 別紙明細 防雪柵とりこわし 式
建築解体工事 住棟 とりこわし 別紙明細 防雪柵とりこわし 木製 W2000×H1900 下地金物共 か所
建築解体工事 住棟 とりこわし 別紙明細 防雪柵とりこわし 木製 W2000×H1500 下地金物共 か所
建築解体工事 住棟 とりこわし 別紙明細 防雪柵とりこわし 木製 W1300×H1100 下地金物共 か所
建築解体工事 住棟 とりこわし 別紙明細 防雪柵とりこわし 木製 W700×H900 下地金物共 か所
建築解体工事 外構 とりこわし 別紙明細 伐採抜根 式
建築解体工事 外構 とりこわし 別紙明細 伐採抜根 幹周25～40㎝未満 機械併用 本
建築解体工事 外構 とりこわし 別紙明細 伐採抜根 幹周60～90cm未満 機械併用 本
建築解体工事 外構 とりこわし 別紙明細 伐採抜根 幹周90～120未満 機械併用 本
建築解体工事 外構 とりこわし 別紙明細 伐採抜根 幹周120～150未満 機械併用 本
建築解体工事 外構 とりこわし 別紙明細 伐採抜根 幹周150～180未満 機械併用 本
建築解体工事 物置 直接仮設 別紙明細 内部足場 式
建築解体工事 物置 直接仮設 別紙明細 内部仕上足場 脚立足場  階高4.0m以下          平家用 ㎡
機械設備解体工事 屋外給水設備 とりこわし 別紙明細 土工事 式
機械設備解体工事 屋外給水設備 とりこわし 別紙明細 根切り  つぼ,布掘り 深さ2.5m程度 ｍ3
機械設備解体工事 屋外給水設備 とりこわし 別紙明細 埋戻し(B種) -          発生土 ｍ3
機械設備解体工事 屋外給水設備 とりこわし 別紙明細 ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装  歩道  A-3-10 密粒     ｸﾗｯｼｬﾗﾝ 人 力 ㎡
機械設備解体工事 屋外給水設備 とりこわし 別紙明細  舗装切断費(ｱｽﾌｧﾙ ﾄ) ｍ
機械設備解体工事 屋外給水設備 とりこわし 別紙明細  ｱｽﾌｧﾙﾄ 舗装とりこわし 機械 集積・積込み共 ｍ3
機械設備解体工事 屋外排水設備 とりこわし 別紙明細 土工事 式
機械設備解体工事 屋外排水設備 とりこわし 別紙明細 根切り  つぼ,布掘り 深さ2.5m程度 ｍ3
機械設備解体工事 屋外排水設備 とりこわし 別紙明細 埋戻し(B種) -          発生土 ｍ3
発生材処理 再資源化処理 積込 別紙明細 発生材積込み 式
発生材処理 再資源化処理 積込 別紙明細  ｺﾝｸﾘｰﾄ類 集積、積込み 機 械 有筋ｺﾝｸﾘｰﾄ ｍ3
発生材処理 再資源化処理 積込 別紙明細  ｺﾝｸﾘｰﾄ類 集積、積込み 機 械 無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ ｍ3
発生材処理 再資源化処理 積込 別紙明細  ｺﾝｸﾘｰﾄ類 集積、積込み 機 械 ｱｽﾌｧﾙﾄ ｍ3
発生材処理 再資源化処理 積込 別紙明細 内装材 積込み 機 械 木材 ｍ3
発生材処理 再資源化処理 積込 別紙明細 内装材 積込み 機 械 伐採物 ｍ3
発生材処理 再資源化処理 運搬 別紙明細 発生材運搬 式
発生材処理 再資源化処理 運搬 別紙明細  とりこわし 発生材運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ   10t積級 ﾊﾞｯｸﾎｳ0.8m3  鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ DID区間有り  5.0㎞以下 有筋ｺﾝｸﾘｰﾄ ｍ3
発生材処理 再資源化処理 運搬 別紙明細  とりこわし 発生材運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ   10t積級 ﾊﾞｯｸﾎｳ0.8m3  無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ類 DID区間有り  5.0㎞以下 無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ ｍ3
発生材処理 再資源化処理 運搬 別紙明細  とりこわし 発生材運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ   10t積級 ﾊﾞｯｸﾎｳ0.8m3  ｱｽﾌｧﾙﾄ塊 DID区間有り 19.5㎞以下 ｱｽﾌｧﾙﾄ ｍ3
発生材処理 再資源化処理 運搬 別紙明細  とりこわし 発生材運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ   10t積級 ﾊﾞｯｸﾎｳ0.8m3  木材類 DID区間有り  8.5㎞以下 木材 ｍ3
発生材処理 再資源化処理 運搬 別紙明細  とりこわし 発生材運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ   10t積級 ﾊﾞｯｸﾎｳ0.8m3  木材類 DID区間無し 49.5㎞以下 伐採木 ｍ3
発生材処理 再資源化処理 処分 別紙明細 発生材処分 式
発生材処理 再資源化処理 処分 別紙明細 発生材処分費 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 有筋ｺﾝｸﾘｰﾄ ｔ
発生材処理 再資源化処理 処分 別紙明細 発生材処分費 無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ ｔ
発生材処理 再資源化処理 処分 別紙明細 発生材処分費 ｱｽﾌｧﾙﾄ ｱｽﾌｧﾙﾄ ｔ
発生材処理 再資源化処理 処分 別紙明細 発生材処分費 建設発生木材 木材 ｔ
発生材処理 再資源化処理 処分 別紙明細 発生材処分費 伐採物類 概数 ｔ
発生材処理 廃棄物処理 積込 別紙明細 発生材積込み 式
発生材処理 廃棄物処理 積込 別紙明細  ｺﾝｸﾘｰﾄ類 集積、積込み 機 械 がれき類 ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 積込 別紙明細  ｺﾝｸﾘｰﾄ類 集積、積込み 機 械 ｶﾞﾗｽ・陶磁器類 ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 積込 別紙明細 内装材 積込み 機 械 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ類 ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 積込 別紙明細 内装材 積込み 機 械 廃ﾌﾟﾗ(ｽﾀｲﾛﾌｫｰﾑ)  ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 積込 別紙明細 内装材 積込み 機 械 廃ﾌﾟﾗ(硬質塩ﾋﾞ)  ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 積込 別紙明細 内装材 積込み 機 械 廃ﾌﾟﾗ(FRP) 概数 ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 積込 別紙明細 内装材 積込み 機 械 廃ﾌﾟﾗ(ｼｰﾘﾝｸﾞ) ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 積込 別紙明細 内装材 積込み 機 械 ﾀﾀﾐ 概数 ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 積込 別紙明細 内装材 積込み 機 械 廃石こうﾎﾞｰﾄﾞ ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 積込 別紙明細 内装材 積込み 機 械 ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 積込 別紙明細 内装材 積込み 機 械 非飛散性ｱｽﾍﾞｽﾄ数 ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 積込 別紙明細 発生材積込み ﾎﾞｰﾄﾞ･木材類 人力 蛍光管 ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 積込 別紙明細 内装材 積込み 機 械 混合廃棄物 ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 積込 別紙明細 汚泥 積込み 人力 汚泥 ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 積込 別紙明細 廃油 積込み 人力 廃油 ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 運搬 別紙明細 発生材運搬 式
発生材処理 廃棄物処理 運搬 別紙明細  とりこわし 発生材運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ   10t積級 ﾊﾞｯｸﾎｳ0.8m3  無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ類 DID区間有り 19.5㎞以下 がれき類 ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 運搬 別紙明細  とりこわし 発生材運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ   10t積級 ﾊﾞｯｸﾎｳ0.8m3  無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ類 DID区間有り 14.0㎞以下 ｶﾞﾗｽ・陶磁器類 ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 運搬 別紙明細  とりこわし 発生材運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ   10t積級 ﾊﾞｯｸﾎｳ0.8m3  仕上材･材料類 DID区間有り 14.0㎞以下 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ類 ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 運搬 別紙明細  とりこわし 発生材運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ   10t積級 ﾊﾞｯｸﾎｳ0.8m3  仕上材･材料類 DID区間有り 14.0㎞以下 廃ﾌﾟﾗ(ｽﾀｲﾛﾌｫｰﾑ)  ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 運搬 別紙明細  とりこわし 発生材運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ   10t積級 ﾊﾞｯｸﾎｳ0.8m3  仕上材･材料類 DID区間有り  8.5㎞以下 廃ﾌﾟﾗ(硬質塩ﾋﾞ)  ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 運搬 別紙明細  とりこわし 発生材運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ   10t積級 ﾊﾞｯｸﾎｳ0.8m3  仕上材･材料類 DID区間有り  8.5㎞以下 廃ﾌﾟﾗ(FRP) 概数 ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 運搬 別紙明細  とりこわし 発生材運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ   10t積級 ﾊﾞｯｸﾎｳ0.8m3  仕上材･材料類 DID区間有り  5.0㎞以下 廃ﾌﾟﾗ(ｼｰﾘﾝｸﾞ) ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 運搬 別紙明細  とりこわし 発生材運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ   10t積級 ﾊﾞｯｸﾎｳ0.8m3  仕上材･材料類 DID区間有り 19.5㎞以下 ﾀﾀﾐ 概数 ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 運搬 別紙明細  とりこわし 発生材運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ   10t積級 ﾊﾞｯｸﾎｳ0.8m3  石こうﾎﾞｰﾄﾞ類 DID区間有り 19.5㎞以下 廃石こうﾎﾞｰﾄﾞ ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 運搬 別紙明細  とりこわし 発生材運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ   10t積級 ﾊﾞｯｸﾎｳ0.8m3  仕上材･材料類 DID区間有り  8.5㎞以下 ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 運搬 別紙明細  とりこわし 発生材運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ   10t積級 ﾊﾞｯｸﾎｳ0.8m3  石こうﾎﾞｰﾄﾞ類 DID区間有り  8.5㎞以下 非飛散性ｱｽﾍﾞｽﾄ数 ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 運搬 別紙明細  とりこわし 発生材運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ    2t積級 人力積込      仕上材･材料類 DID区間有り 80.0㎞以下 蛍光管 ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 運搬 別紙明細  とりこわし 発生材運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ   10t積級 ﾊﾞｯｸﾎｳ0.8m3  仕上材･材料類 DID区間有り 19.5㎞以下 混合廃棄物 ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 運搬 別紙明細  とりこわし 発生材運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ    2t積級 人力積込     無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ類 DID区間有り 14.5㎞以下 汚泥 ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 運搬 別紙明細  とりこわし 発生材運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ    2t積級 人力積込     仕上材･材料類 DID区間有り 14.5㎞以下 廃油 ｍ3
発生材処理 廃棄物処理 処分 別紙明細 発生材処分 式
発生材処理 廃棄物処理 処分 別紙明細 発生材処分費  がれき類 最終処分 ｔ
発生材処理 廃棄物処理 処分 別紙明細 発生材処分費  ｶﾞﾗｽ・陶磁器類 最終処分 ｔ
発生材処理 廃棄物処理 処分 別紙明細 発生材処分費  ｸﾞﾗｽｳｰﾙ類 最終処分 ｔ
発生材処理 廃棄物処理 処分 別紙明細 発生材処分費  廃ﾌﾟﾗ(ｽﾀｲﾛﾌｫｰﾑ) 最終処分 ｔ
発生材処理 廃棄物処理 処分 別紙明細 発生材処分費  廃ﾌﾟﾗ(硬質塩ﾋﾞ) 最終処分 ｔ
発生材処理 廃棄物処理 処分 別紙明細 発生材処分費  廃ﾌﾟﾗ(FRP) 最終処分 ｔ
発生材処理 廃棄物処理 処分 別紙明細 発生材処分費  廃ﾌﾟﾗ(ｼｰﾘﾝｸﾞ) 最終処分 ｔ
発生材処理 廃棄物処理 処分 別紙明細 発生材処分費  ﾀﾀﾐ 最終処分 ｔ
発生材処理 廃棄物処理 処分 別紙明細 発生材処分費  廃石こうﾎﾞｰﾄﾞ 最終処分 ｔ
発生材処理 廃棄物処理 処分 別紙明細 発生材処分費  ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ（非飛散性ｱｽﾍﾞｽﾄ） 最終処分 ｔ
発生材処理 廃棄物処理 処分 別紙明細 発生材処分費  非飛散性ｱｽﾍﾞｽﾄ 最終処分 ｔ
発生材処理 廃棄物処理 処分 別紙明細 発生材処分費  蛍光管 中間処分 ｔ
発生材処理 廃棄物処理 処分 別紙明細 発生材処分費  混合廃棄物 最終処分 ｔ
発生材処理 廃棄物処理 処分 別紙明細 発生材処分費  汚泥 中間処分 ｔ
発生材処理 廃棄物処理 処分 別紙明細 廃油洗浄液  廃油 中間処分 ｔ
発生材処理 廃棄物処理 処分 別紙明細 循環税相当額 税率            - ｔ
発生材処理 有価物処理 積込 別紙明細 発生材積込み 式
発生材処理 有価物処理 積込 別紙明細 内装材 積込み 機 械 金属類(ｽﾁｰﾙH4) ｍ3
発生材処理 有価物処理 積込 別紙明細 内装材 積込み 機 械 金属類(ｱﾙﾐ) ｍ3
発生材処理 有価物処理 積込 別紙明細 内装材 積込み 機 械 金属類(ｽﾃﾝﾚｽ) ｍ3
発生材処理 有価物処理 運搬 別紙明細 発生材運搬 式
発生材処理 有価物処理 運搬 別紙明細  とりこわし 発生材運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ   10t積級 ﾊﾞｯｸﾎｳ0.8m3  仕上材･材料類 DID区間有り 31.5㎞以下 金属類(ｽﾁｰﾙH4) ｍ3
発生材処理 有価物処理 運搬 別紙明細  とりこわし 発生材運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ   10t積級 ﾊﾞｯｸﾎｳ0.8m3  仕上材･材料類 DID区間有り 31.5㎞以下 金属類(ｱﾙﾐ) ｍ3
発生材処理 有価物処理 運搬 別紙明細  とりこわし 発生材運搬   ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ   10t積級 ﾊﾞｯｸﾎｳ0.8m3  仕上材･材料類 DID区間有り 31.5㎞以下 金属類(ｽﾃﾝﾚｽ) ｍ3
発生材処理 有価物処理 処分 別紙明細 発生材処分 式
発生材処理 有価物処理 処分 別紙明細 発生材処分費  金属屑(ｽﾁｰﾙ) H4 ｔ
発生材処理 有価物処理 処分 別紙明細 発生材処分費  金属屑(ｱﾙﾐ) 込みｶﾞﾗ ｔ
発生材処理 有価物処理 処分 別紙明細 発生材処分費  金属屑(ｽﾃﾝﾚｽ) 13cr ｔ


